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表紙

法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサ
イト（https://www.mimasu.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様
に提供しております。

第52期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

計算書類の個別注記表
（2020年６月１日から2021年５月31日まで）

三益半導体工業株式会社
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個別注記表

個　別　注　記　表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券……時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

⑵ デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

⑶ たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品、原材料、貯蔵品並びに半導体事業部の製品及び仕掛品は、月別総平均法に基づく原
価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお
ります。また、エンジニアリング事業部の仕掛品は、個別法に基づく原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

⑷ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）及び2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　７～50年
機械装置　　３～ ５年

また、通常の使用時間を超えて使用する機械装置については、増加償却を実施して
おります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
2008年３月31日以前に契約をした、リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

⑸ 引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。
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役員賞与引当金 役員に対する賞与の支払に備えるため、役員賞与支給見込額のうち当
事業年度負担額を計上しております。

製品保証引当金 販売した製品に係る製品保証費用の発生に備えるため、売上高に対す
る過去の実績に基づき、当該費用の発生見込み額を計上しておりま
す。また、当該費用の発生額を個別に見積れるものは個別に見積り計
上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している
と認められる額を計上しております。なお、退職給付債務の算定にあ
たり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、発生事業年度に一括処理しております。

⑹ ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約等について振当処理の要件を充たしている場合には、振当処理を採用
しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 為替予約
ヘッジ対象 輸出取引の債権、外貨建予定取引

ヘッジ方針
デリバティブ取引は、ヘッジ対象資産・負債の額を超えない範囲とし、投機目的によ
るデリバティブ取引は行っておりません。

ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性評価については、ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、
ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計と、ヘッジ手段の相場変
動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判
断しております。
ただし、振当処理によっている為替予約については有効性の評価を省略しておりま
す。

⑺ 消費税等の会計処理の方法
税抜方式によっております。
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有形固定資産及び無形固定資産の残高 39,037百万円

繰延税金資産の純額 1,362百万円

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 150,269百万円

短期金銭債権 1,279百万円
短期金銭債務 6,181百万円

建　　　　物 33百万円

売 　上 　高 2,551百万円
仕 　入 　高 13,280百万円

2. 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載
しております。

3. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容の理解に資する情報
固定資産の減損処理については、事業用資産においては管理会計上の区分を基準に資
産グルーピングを行い、遊休資産においては個別物件単位で資産グルーピングを行っ
ています。減損の兆候がある資産グループについて、回収可能価額が帳簿価額を下回
る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上
しております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討
しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件
や仮定に変更が生じ減少した場合、減損処理が必要となる可能性があります。

⑵ 繰延税金資産の回収可能性
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容の理解に資する情報
繰延税金資産については、定期的に回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確実と考
えられる部分に対して評価性引当額を計上しています。回収可能性の判断においては、
将来の課税所得見込額等を慎重に考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を確実に
有すると考えられる範囲で繰延税金資産を計上しています。回収可能性判断の前提とし
た諸条件に変化があり、繰延税金資産の一部または全部の回収ができないと判断した場
合、当該判断を行った期間において繰延税金資産の減額を行い、税金費用が発生する可
能性があります。

4. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権・債務

⑶ 国庫補助金による固定資産圧縮記帳額

5. 損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引
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株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 35,497,183株 － － 35,497,183株

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末

普 通 株 式 3,371,224株 997株 － 3,372,221株

配当金の総額 514百万円
１株当たり配当額 16円
基準日 2020年５月31日
効力発生日 2020年８月28日

配当金の総額 514百万円
１株当たり配当額 16円
基準日 2020年11月30日
効力発生日 2021年２月３日

配当金の総額 546百万円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 17円
基準日 2021年５月31日
効力発生日 2021年８月27日

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注） 自己株式の増加は単元未満株式の買取りによる増加であります。

⑶ 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
① 2020年８月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

② 2020年12月24日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

⑷ 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2021年８月26日開催の定時株主総会において、次のとおり付議する予定であります。

－ 4 －
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繰延税金資産
減価償却費限度超過額 687百万円
固定資産除却損否認 38
減損損失 31
未払事業税否認 92
未払賞与否認 256
退職給付引当金繰入限度超過額 212
繰延ヘッジ損益 6
その他 237

繰延税金資産小計 1,563
評価性引当額 △153
繰延税金資産合計 1,409
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 47
その他 0

繰延税金負債合計 47
繰延税金資産の純額 1,362

機械装置

取得価額相当額 530百万円

減価償却累計額相当額 492

期末残高相当額 38

１年以内 48百万円
１年超 4

合計 52

支払リース料 49百万円
減価償却費相当額 35
支払利息相当額 3

7. 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

8. リースにより使用する固定資産に関する注記
リース取引開始日が2008年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

⑴ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

⑵ 未経過リース料期末残高相当額

⑶ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

⑷ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

⑸ 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への
配分方法については、利息法によっております。
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9. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行
借入によっております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、取引先ご
との期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を定期的に把握
し、回収懸念先の早期把握を図っております。また、売掛金の一部は為替の変動
リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（為替予約）を利用してヘッジ
しております。
支払手形、買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま
す。また、その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されてお
りますが、恒常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。
デリバティブ取引の実行及び管理については取引権限を定めたデリバティブ取引
管理規程に従っており、毎月残高の把握を行っております。また、デリバティブ
取引の契約先は、当社と取引のある信用度の高い国内の銀行であるため、取引先
の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効
性の評価方法等については、前述の「1.　重要な会計方針に係る事項に関する注
記」に記載されている「⑹　ヘッジ会計の方法」をご覧ください。
投資有価証券については主として株式であり、上場株式については毎月時価の把
握を行っております。
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（単位：百万円）

貸 借 対 照 表
計 上 額 （ ＊ 1 ） 時 価 （ ＊ 1 ） 差 額

⑴ 現金及び預金 23,121 23,121 ―

⑵ 受取手形 897 897 ―

⑶ 売掛金 23,312 23,312 ―

⑷ 投資有価証券
　　　その他有価証券 446 446 ―

⑸ 支払手形 （845） （845） ―

⑹ 買掛金 （17,421） （17,421） ―

⑺ 未払金 （3,155） （3,155） ―

⑻ 未払法人税等 （1,472） （1,472） ―

⑼ デリバティブ取引（＊2） （20） （20） ―

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2021年５月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（＊1） 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊2） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（　）で示しております。
（注）1. 金融商品の時価の算定方法

⑴　現金及び預金、⑵　受取手形並びに⑶　売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

⑷　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑸　支払手形、⑹　買掛金、⑺　未払金並びに⑻　未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

⑼　デリバティブ取引
取引金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、
その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

2. 非上場株式（貸借対照表計上額１百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もるこ
とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑷　投資有価証券　その他有価証券」
には含めておりません。
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会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の
所 有 ( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

信 越 化 学 工 業
株 式 会 社

(被所有)
直接42.8
間接 1.1

半 導 体 材 料 等 の 仕 入 ・
製 商 品 の 販 売 等

製 商 品 の 販 売 等 2,551 売 掛 金 1,279

半 導 体 材 料 等 の 仕 入 13,280 買 掛 金 6,181

会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の
所 有 ( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

( 百 万 円 ) 科 目 期 末 残 高
( 百 万 円 )

信 越 半 導 体 
株 式 会 社

(被所有)
直接 1.1

製 商 品 の 販 売 ・
半 導 体 シ リ コ ン
ウ エ ハ ー 加 工 の 受 託

製 商 品 の 販 売 ・
加 工 料 の 売 上 46,169 売 掛 金 8,350

１株当たり純資産額 2,075円67銭
１株当たり当期純利益 128円68銭

10. 関連当事者との取引に関する注記
⑴ その他の関係会社

（注）1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

製商品の販売等、半導体材料等の仕入については、市場価格を勘案して価格交渉の上、決定しております。
⑵ その他の関係会社の子会社

（注）1. その他の関係会社は、信越化学工業株式会社であります。
2. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
3. 取引条件及び取引条件の決定方針等

製商品の販売・加工料の売上については、市場価格を勘案して価格交渉の上、決定しております。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

13. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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